
○町田市測量標等管理要綱

平成１５年４月１日 

施行 

都市づくり部土地利用調整課 

注 ２００８年１２月以降の改正沿革のみ登載 

第１ 趣旨 

この要綱は、町田市（以下「市」という。）が測量基準点として管理している測

量標の使用及び保全並びに都市計画道路線形指導座標の使用に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

第２ 用語の定義 

この要綱において「測量標」とは、測量法（昭和２４年法律第１８８号。以下「法」

という。）第３３条第１項の規定により国土交通大臣の承認を受けた公共測量作業

規程で定める基準点のうち、一時標識及び仮設標識（法第４１条の規定により審査

を経て公表された測量成果であるものに限る。以下同じ。）並びに永久標識をいう。 

第３ 使用の申請及び承認 

１ 測量標を使用して測量を実施しようとする者は、あらかじめ町田市測量標使用

承認申請書（第１号様式）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項の場合において、地積測量図等を作成するために測量標を使用しようとす

るときは、前項の申請書に代えて町田市測量標包括使用承認申請書（第２号様式）

を提出することができる。 

３ 市長は、前２項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、測量標の

使用について特に支障がないと認めるときは、町田市測量標使用承認書（第３号

様式。以下「使用承認書」という。）又は町田市測量標包括使用承認書（第４号

様式。以下「包括使用承認書」という。）により、申請者に通知する。 

４ 前項に規定する包括使用の承認期間は、１年とする。ただし、年度途中におい

て承認された包括使用の承認期間は、当該年度の３月３１日までとする。 



５ 市長は、前３項に規定する承認を行う場合において、前項に定めるもののほか

必要な条件を付することができる。 

第４ 使用時における遵守事項 

測量標を使用して測量を実施する者は、次に掲げる事項を遵守しなければならな

い。 

（１） 測量標を使用するときは、あらかじめ当該測量標が存する土地の所有者又

は管理者に必ず立入りの承諾を求めること。 

（２） 測量標を使用するときは、必ず使用承認書（包括使用承認を受けたときは、

包括使用承認書の写し）を携帯すること。 

（３） 測量標を使用するときは、その周辺を汚さないよう保全に努めるとともに、

汚損、破損等のないよう取扱いに留意すること。 

（４） 一時標識及び仮設標識については、使用者の責任において精度の検証をす

ること。 

（５） 測量標の使用に際し、疑義等が生じたときは、市と協議してから使用する

こと。 

第５ 使用の報告 

１ 第３第３項の規定により使用の承認を受けた者は、測量標を使用したとき又は

使用しないこととなったときは、次の表に定める報告書に関係書類を添えて、市

長に提出しなければならない。この場合において、測量標を使用して測量を実施

した者は、その測量成果に承認を受けた番号等を明示しなければならない。 

区分 報告書の種類 提出期限 

使用承認 町田市測量標使用（未使用）報告書（第５号

様式） 

測量標使用後又は未使

用決定後速やかに 

包括使用

承認 

町田市測量標包括使用（未使用）報告書（第

６号様式） 

測量標を使用した月又

は未使用を決定した月



の翌月１０日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、測量標使用時において、測量標の精度又は形状に異

常が認められたときは、直ちに町田市測量標異常報告書（第７号様式）を提出し

なければならない。この場合において、市長の求めに応じ、測量成果及び現場の

写真を添付しなければならない。 

第６ 公共測量 

１ 測量標を使用して、法第５条に規定する公共測量（以下「公共測量」という。）

を行う者（以下「公共測量者」という。）は、法の規定による公共測量の手続を

行わなければならない。 

２ 公共測量者は、公共測量を行おうとするときは、町田市基準点選点計画書（第

８号様式。以下「計画書」という。）に関係書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 市長は、計画書の提出があったときは、その内容を審査し、選点について特に

支障がないと認めるときは、町田市基準点選点承認書（第９号様式）により、公

共測量者に通知する。 

４ 公共測量を行った者は、当該公共測量により設置した測量標を市に移管するも

のとする。 

５ 前項の規定により測量標を市に移管しようとする者は、町田市測量標移管申請

書（第１０号様式）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

６ 市長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、基準点の測

量成果等について特に支障がないと認めるときは、町田市測量標移管受諾書（第

１１号様式）により、申請者に通知し、測量標の移管を受ける。 

第７ 工事施行の届出 

１ 工事を施行する者（工事の施行主体又は工事請負者をいう。以下「工事施行者」

という。）は、当該工事が次の各号のいずれかに該当するときは、町田市工事施

行届出書（第１２号様式）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。 



（１） 測量標から水平方向に対して、４５度の線より深く掘削する工事

（２） 前号に掲げるもののほか、測量標の効用に影響を及ぼすおそれがあると

市長が認める工事 

２ 市長は、前項に規定する届出を受けた場合において、測量標の効用保全のため

必要と認めるときは、事前事後の比較観測（以下「効用確認測量」という。）等

の必要な措置を講ずるよう町田市工事施行指示書（第１３号様式）により、工事

施行者に指示する。 

第８ 一時撤去又は移転 

１ 工事施行者は、測量標が当該工事の施行区域内に設置されており、かつ、明ら

かに工事の影響により測量標の効用を害するおそれがあると認められるときは、

町田市測量標一時撤去・移転許可申請書（第１４号様式）に関係書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、測量標の移

転又は一時撤去の必要があると認めるときは、町田市測量標一時撤去・移転許可

書（第１５号様式）により、工事施行者に通知する。 

３ 市長は、前項に規定する許可を行う場合において、必要な条件を付することが

できる。 

第９ 原状の回復等 

１ 工事施行者は、第８第２項の規定により許可を受けた測量標の一時撤去を行い、

又は第７第２項の規定により効用確認測量を行った結果、測量標の効用を害した

ことを確認したときは、別に定めるところにより測量標を原状に回復しなければ

ならない。 

２ 前項の規定は、第８第２項に規定する許可を得ないで工事を行い、測量標を毀

損し、若しくは滅失し、又はその効用を害した場合において準用する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、測量標を原状に回復することが困難であると市長

が認めるときは、移転又は測量成果修正の方法によることができる。 



第１０ 効用確認測量等の施行 

１ 工事施行者は、効用確認測量、原状回復、移転（測量作業を含む。）及び測量

成果修正（以下これらを「効用確認測量等」という。）について、基準点測量の

実績があると認める測量業者等に施行させなければならない。 

２ 工事施行者は、工事の着手前及び完了後に効用確認測量等を行い、その旨を速

やかに町田市測量標効用確認等報告書（第１６号様式）に関係書類を添えて、市

長に提出しなければならない。 

第１１ 費用の負担 

効用確認測量等の施行に要する費用は、工事施行者の負担とする。 

第１２ 市が行う測量標の一時撤去等 

市が土地又は施設の所有者及び管理者並びに公物管理者（以下「土地所有者等」

という。）から建標承諾書又は占用許可書等を受け設置した測量標について土地所

有者等の理由により一時撤去、移転、原状回復及び測量成果修正を行う場合は、第

８、第９及び第１１の規定にかかわらず、市の負担により、市が行う。 

第１３ 都市計画道路線形指導座標の交付に係る申請及び承認 

１ 都市計画道路線形指導線を確認するため測量を実施しようとする者は、あらか

じめ町田市都市計画道路線形指導座標交付申請書（第１７号様式）に関係書類を

添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、都市計画道

路線形指導座標（以下「線形指導座標」という。）の使用について特に支障がな

いと認めるときは、町田市都市計画道路線形指導座標交付承認書（第１８号様式）

により、申請者に通知する。 

３ 市長は、前項に規定する承認を行う場合において、必要な条件を付すことがで

きる。 

第１４ 成果の提出 

第１３第２項の規定により線形指導座標の交付を受けた者は、当該線形指導座標



を基に測量を実施したときは、都市計画道路線形指導線が記載された成果図を提出

しなければならない。 

第１５ 補則 

この要綱に定めるもののほか、測量標等の管理に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この要綱は、２００３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２００８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０２２年６月１４日から施行する。 


